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Ｑ－22 雇用以外の在宅就労の選択肢（出口）支援はどんなものがありますか。 

 

Ａ－22 在宅での就労移行支援事業の出口として予想されるものは次のようなものです。 

 

・在宅での一般雇用（在宅雇用） 

・就労継続支援Ａ型の在宅での利用、就労継続支援Ｂ型の在宅での利用 

・在宅就業支援団体への登録 

・自営  等    

 

在宅就労を希望する利用者の障害や疾病を考慮すると、作業量、作業時間

等の制限から標準的な一般就労だけをゴールとするのは厳しいケースもあり

ます。結果として、在宅雇用でも短時間のパート・アルバイトや、非雇用の

自営など多様なゴールがあってよいでしょう。 

一般就労がすぐに実現しなかったとしても、自営等から雇用に結びつくケー

スも少なくありません。 

 

図７ 本人の状況と出口の相関イメージ 

  

 

就労には自己実現や社会参加といった大事な側面があり、例え小さな作業で

あってもそうした機会は保障されるべきです。「一般就労への移行」を強く進

めていくことの意義は大きいですが、重い障害のある人の働き方を検討してい

く時、量的な側面だけにとらわれることなく、質的な面を注視し、大事なこと

を見落とさないように留意したいものです。 

２－４－２ 雇用以外の在宅就労の選択肢 
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資料１ 

就労移行支援のためのチェックリスト（障害者職業総合センター） 

 

※ 利用に当たっては留意事項がありますので、お使いの際には全文をお読みいただく

よう、よろしくお願いいたします。 

http://www.nivr.jeed.or.jp/research/kyouzai/19_checklist.html 

（障害者職業総合センター研究部門） 

 

 

http://www.nivr.jeed.or.jp/research/kyouzai/19_checklist.html
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（前ページから続く） 
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